
 
 
 
 
 
 
 

 

そ の 他 の 要 請 項 目 
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都 市 基 盤 整 備 等 の 推 進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 29 -



川崎縦貫道路の整備促進について  
 

川崎市は、首都圏の拠点都市の一つとして、自立性の高い都市機

能の形成や、隣接都市との連携の強化、また首都圏の都市機能を支

える広域的な交通基盤や都市拠点の形成などを推進する役割を担っ

ています。  

川崎縦貫道路は、首都圏の都市構造や経済活動を支えるとともに、

本市の都市機能を強化する広域的な交通ネットワークの形成及び市

内の交通混雑の解消や沿道環境の改善にも寄与する道路として、本

市の新総合計画にも位置付けられている重要な道路でありますので、

次の事項について要請いたします。  

 

１ 川崎縦貫道路Ⅰ期事業の整備促進を図ること。  

２ Ⅱ期計画について、東京外かく環状道路 (東名以南 )との調整を

含め幅広く検討を進め、早期に計画の具体化を図ること。  

３ 大師ジャンクション以西の当面の措置の早期実施を図ること。

・ 国道 409 号の先行整備  

・ 川崎大師駅前の広場空間を含めた整備  

・ 川崎駅周辺の交通円滑化のための整備  

 

 

 

- 30 -



この要請文の担当課／建設局道路計画部広域道路課　　TEL 044-200-2039

            都市機能強化・交通混雑解消のため、市の骨格道路となる
            川崎縦貫道路が不可欠

              川崎縦貫道路整備により、地球温暖化に起因するCO２排出抑制

渋滞が減ればCO2排出量が減少 川縦Ⅰ期の整備効果

川崎縦貫道路（Ⅱ期） 川崎縦貫道路（Ⅰ期） 館山線 ３ 環 状 ９ 放 射

圏央道

関越道

東北道
常磐道

外かん

中央 環状

中央道

東名高速 東関道

水戸

線

湾岸道路

東京湾

アクアライン

第二湾岸

川崎

さいたまさいたま

厚木

相模原
町田

成田

千葉

つくば

木更津

柏

八王子

青梅

立川

川越 牛久

春日部

越谷

事 業 中

計 画

構 想

環状道路

放射道路

その他有料道路

川縦 Ⅱ期整備

３ 環 状 ９ 放 射

圏央道

関越道

東北道 常磐道

中央
環状線

中央道

館山道

東関東道

湾岸道路

東京湾

アクアライン

川崎

さいたま

相模原

町田

成田

千葉

つくば

木更津

柏

八王子

青梅

立川

川越

牛久春日部

越谷

凡 例

供 用

事 業 中

計 画

構 想

外環道

第２東名

厚木

東名高速

第３京浜

川崎縦貫道路（Ⅱ期） 川崎縦貫道路（Ⅰ期）

外環道
（関越～東名間）
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道路・橋梁整備事業に対する  
財政措置について  

 

川崎市は、東京都と横浜市の間に位置し、市域が多摩川に沿って

南北に細長いという地理的特性から、臨海部と丘陵部間の結びつき

が脆弱であるという縦貫方向の交通軸と、東京へのアクセスに伴う

交通渋滞等の横断方向の交通軸の問題を抱えております。  

したがいまして、主要幹線道路の整備を進めると同時に、生活道

路の安全確保及び沿道環境対策の推進が急務となっております。  

また、安全で快適な通行空間の確保、都市災害の防止、高度情報

化社会の早期実現のため、電線共同溝の整備が急務となっておりま

すので、次の事項について要請いたします。  

 

 

道路改修、電線共同溝整備、沿道環境改善等の道路整備事業につ

いて財源を十分に措置し、渋滞、環境等多くの問題をかかえる都市

部へ重点的に配分すること。  
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主 な 道 路 ・ 橋 梁 事 業 

 
 
今後の整備予定路線・橋梁事業 

道  路 橋  梁 

・一般国道４０９号（小杉地区） 
・主要地方道横浜上麻生（下麻生地区） 
・主要地方道丸子中山茅ヶ崎（久末地区） 
                  他 

・柿生陸橋【架替】 
・（仮称）等々力大橋【新設】 
・アセットマネジメント計画に基づく 
橋梁補修事業…１２１橋         他 

 
 

大都市別平日混雑時平均旅行速度

0

5

10

15

20

25

30

札

幌

市

仙

台

市

さ

い

た

ま

市

千

葉

市

東

京

都

区

部

川

崎

市

横

浜

市

静

岡

市

名

古

屋

市

京

都

市

大

阪

市

神

戸

市

広

島

市

北

九

州

市

福

岡

市

混
 雑
 時
 旅
 行
 速
 度
 [
km
/
h
]

       

一般国道４０９号（二子・市ノ坪） 

一般県道扇町川崎停車場 

市道宮前６号線 

主要地方道横浜生田 

一般県道稲城読売ランド前停車場 

市道菅生２２６号線 

市道麻生６号線 

主要地方道横浜上麻生 

一般県道上麻生連光寺 

江ヶ崎跨線橋 

建設後５０年以上橋梁 

アセット対象橋梁   １２１橋 
建設後５０年以上経過した橋梁 

現  在〔平成２１年度〕   ３橋（ ２％） 

１５年後〔平成３６年度〕  ７０橋（５８％） 

川崎市の平均旅行速度は、
１５大都市で５番目に遅い。  
 
   
       【H17道路交通センサス】 

[平成２１年度] [平成３６年度] 

２％ ５８％ 

19.7 

この要請文の担当課／建設局土木建設部道路整備課 TEL  044－200－2798 
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街路整備事業に対する財政措置について  
 

首都圏においては、広域的な道路ネットワークの形成に資する街

路事業が着々と進められていますが、川崎市においても広域的交通

処理、都市拠点間の連絡及び都市構造の骨格を形成する街路の事業

推進が重要な課題となっております。  

また、安全で快適な通行空間の確保、都市災害の防止、高度情報

化社会の早期実現のため、電線共同溝の整備が急務となっておりま

す。  

つきましては、円滑な事業推進を図るため、次の事項について要

請いたします。  

 

街路の整備に必要な財源を十分に確保すること。  
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川崎市の主な幹線道路

世田谷町田線

尻手黒川線

世田谷町田線

宮内新横浜線

丸子中山茅ケ崎線

丸子中山茅ケ崎線

東京丸子横浜線

苅宿小田中線

 

進捗率

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

 
 この要請文の担当課 ／ 建設局土木建設部街路立体交差課 TEL 044-200-2804 

○本市における都市計画道

路の進捗率は平成 17 年度

の区画整理事業等の増加に

よる進捗を除きほぼ横ばい

状態で、進捗率 64％は、20

年 4 月時点で 18 大都市中 

12番目と低くなっている。 

川川崎崎市市のの主主なな事事業業中中のの街街路路  

平平成成 2200年年度度  都都市市計計画画道道路路延延長長及及びび進進捗捗率率  大大都都市市比比較較  

事業着手予定路線 

宮内新横浜線（宮内工区） 菅早野線（下麻生工区） 

苅宿小田中線（Ⅱ期） 
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首都高速道路の料金施策に係る  
財政措置等について  

 

本市では、従来より川崎市南部地域における沿道環境改善への取

組を進めておりますが、産業道路など依然として環境基準を達成し

ていない路線もあり、沿道環境の改善のほか、交通渋滞、交通事故

の削減が市政の重要課題となっております。  

平成２３年度以降に導入される首都高速道路の対距離料金制度に

ついては、長距離利用者や料金圏等の乗継ぎ利用者の負担増となら

ないよう次の事項について要請いたします。  

 

首都高速道路の料金施策については下記のとおり要請しますが、

環境改善や地域の活性化等、その受益が広く社会全体に及ぶことか

ら、次の施策に係る財源は、国策として国が確保すること。  

・  上限料金の引き下げ（長距離利用者の負担軽減）  

・  乗継割引の実施（複数料金圏等の連続利用における負担軽減）  

・  特定区間の料金引き下げと区間の拡大（圏域境での短距離の高速利

用の促進。一般道路の渋滞の改善）  

・  環境ロードプライシングの拡充（内陸部の環境改善を目的とした湾

岸部への交通誘導）  

・  高速川崎縦貫線と高速横羽線の連絡に乗継料金の導入  
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沿道環境の改善のためには利用しやすい料金施策と
高速道路の有効活用が不可欠

この要請文の担当課／建設局道路計画部広域道路課 TEL044-200-2039

混雑時平均

旅行速度(km/h)
混雑度貨物車交通量

（平日24時間）
（Ｈ１７年度センサス）

76.90.8535,996台首都高速湾岸線

68.00.9330,561台首都高速横羽線

21.22.2538,177台産業道路

産業道路に東京・横浜方面の交通が集中！！

適切な料金施策により産業道路の交通を横羽線、湾岸線へ転換

高速道路の有効活用により産業道路渋滞が改善！
平均旅行速度が上がることによりＮＯｘ、ＣＯ２が削減！

沿道環境・地球環境の改善効果が期待できます。

高速
横羽線

混雑度0.93

東京湾

多摩川

高速へ
転換

高速へ
転換 産業道路

混雑度2.25
池上新町のＮＯ２

環境基準未達成
0.068ppm

高速
湾岸線

混雑度0.85
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京浜急行大師線連続立体交差事業に  

対する財政措置について  
 

京浜急行大師線連続立体交差事業は、昭和６３年度に国の事業採択

を受け、平成５年６月に都市計画決定され、平成６年３月に事業認可

を得て、本格的事業に着手いたしました。  

本事業は、臨海部における近年の増大する交通量に対応する円滑な

交通流の確保を目的としており、踏切における交通渋滞や事故を解消

するとともに、騒音、排気ガス等の自動車公害の低減、分断されてい

る市街地の一体化や防災性の向上が図れることから、着実な事業進捗

が重要な課題となっております。  

現在、東門前駅から小島新田駅の区間において、早期に事業効果を

発揮させるため、段階的整備区間の工事を推進しておりますが、今後、

事業費が増大することから、計画的な事業執行を図るため、次の事項

について要請いたします。  

 

１ 連続立体交差事業において、今後増大する必要な財源を十分に

措置すること。  

２ 京浜急行大師線連続立体交差事業については、地下式により施

行するため膨大な事業費を必要とするので、地下式による施行の

場合においても、制度の柔軟な運用により、計画的な事業執行に

必要な財政措置を講ずること。  
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京浜急行大師線連続立体交差事業の概要 
 

①事業概要図 

②諸元 
○計 画 区 間  京急川崎駅～小島新田駅 
○計 画 期 間  平成 5年度～平成 27年度 
○総 事 業 費  約 1,470億円（国費 380億円，市費 1,010億円，鉄道事業者負担額 80億円） 
○補助対象事業費  約  760億円（現線高架想定額に対する補助対象額） 
○事 業 の 概 要  延   長  計画線 約 5㎞ 
                   （地下式 約 4.5㎞，地表式 約 0.5㎞） 
                  連絡線 約 0.9㎞ 

（地下式 約 0.5㎞，地表式 約 0.4㎞） 
            除却踏切数  14箇所 
            駅   数   8駅（新駅 1駅含む） 
③立体方式 
 高架式の場合は、既に高架化されている国道 15号や首都高速横羽線との交差部が高高架となることや、
ルートの一部が競馬場や市街化が著しい区域となることから、地下式としています。 
 
 

 

 
京浜急行大師線 延長 約 5.0km 

京急川崎駅 

小島新田駅

港町駅 

川崎大師駅

鈴木町駅 東門前駅 産業道路駅 

宮前駅 
（仮称） 

高速川崎縦貫線 

川崎駅東扇島線（国道 132号） 

（県道川崎府中線） 
川崎駅東扇島線 

鈴木町駅 港町駅 

大師Ｉ.C 

連絡線 
大師橋 

第 1期事業区間 Ｌ＝約 2.0km 第 2期事業区間 Ｌ＝約 3.0km 

国道 409線 

現線 

地下式 約 4.5㎞ 地表式  
約 0.5㎞約 0.5km  

首都高横羽線 
競馬場 

国道 409号交差部 

競馬場 
国道 15号（六郷橋） 

縦断面図 
首都高速横羽線 

この要請文の担当課／建設局土木建設部街路立体交差課  TEL 044-200-2747 

段階的整備区間約 1.2㎞ 
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五反田川放水路整備事業に対する  
財政措置について  

 
川崎市は、河川の治水対策を推進するため、緊急かつ重点的対策

として、時間雨量５０ミリに対応できるよう、環境にも配慮しなが

ら河川の改修に取り組んでいるところであります。  

近年都市化の進展に伴い、地球温暖化による局地的な集中豪雨が

頻繁に発生しており、都市型水害が深刻となっております。  

 特に洪水時、下流まで約２０分で流下する高低差の著しい一級河

川五反田川は、下流部及び二ヶ領本川との合流部で急激な水位上昇

により、度重なる水害を繰り返してきました。  

 五反田川下流の二ヶ領本川は高度に都市化された地域を貫流して

おり、河道拡幅や掘削による河道改修が困難な状況となっておりま

す。  

 このようなことから、五反田川の洪水を直接多摩川に放流する五

反田川放水路を計画し、事業に着手いたしました。  

 本事業は、今年度以降事業費が増大することから、計画的な事業

執行を図るため、次の事項について要請いたします。  

 

 

五反田川放水路整備事業の計画的推進に必要な財政措置を講ず

ること。  
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五反田川放水路整備事業の概要 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
○計 画 区 間  川崎市多摩区生田８丁目～川崎市多摩区登戸新町 

 
○計 画 期 間  平成４年度～平成２９年度 

 
○総 事 業 費  約３６０億円 

             
 

○事業の概要  延 長２，１５７ｍ 
        （うち地下トンネル２，０２５ｍ、函体１５ｍ、樋門３７ｍ、堤外水路８０ｍ） 

計画高水流量 １５０ ／ｓ 
 
 
 

⑥

山下川 

麻生区 
 

 世田谷町田線 

五反田川放水路 
五反田川 

小田急線 

南
武
線 

多
摩
川 

向ヶ丘遊園駅 登戸駅 

  

Ｈ９年～Ｈ１２年 

多摩区 

この要請文の担当課／建設局土木建設部河川課 TEL  044－200－2903 

川
崎
府
中
線 
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新川崎･鹿島田駅周辺地区、登戸･向ヶ丘遊園駅周辺地区、

新百合ヶ丘駅周辺地区の整備に対する財政措置について  
 
川崎市は、首都圏における業務核都市として位置付けられ、特に、

新川崎・鹿島田駅周辺地区、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区は、利便

性の高い地域生活拠点としての役割を期待されております。  

新川崎地区は、研究開発、産業の創出・育成、商業、都市型住宅

などの諸機能が集積したまちづくりを推進し、新たな土地利用計画

及び都市基盤施設計画に基づき整備を進めております。  

また、我が国の科学技術水準を向上させ、産業イノベーションを

推進していくため、川崎内陸部・京浜臨海部に立地する高度な技術

力を持つ研究開発型の企業等との連携を図る研究開発拠点形成に取

り組んでおります。  

鹿島田駅周辺地区は、積極的に民間活力の導入を図り、平成１８

年６月には再開発会社を設立し、平成１９年４月に第一種市街地再

開発事業の都市計画決定、平成２０年２月に第一種市街地再開発事

業の施行認可を取得するなど、精力的に取り組んでおります。  

登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区は、公共施設の整備、商業・業務機

能及び防災対策の強化などを図るため、昭和６３年に登戸土地区画

整理事業の事業計画決定をし、建築物等移転、公共施設工事等を推

進しております。  

また、新百合ヶ丘駅周辺地区は広域的な都市拠点として、道路交

通環境の向上、移動円滑化、芸術のまちづくりの整備を推進してお

ります。  

いずれも、多大な事業費を要することから、まちづくり交付金等

を活用しながら事業を推進しております。  

つきましては、次の事項について要請いたします。  
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新川崎・鹿島田駅周辺地区、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区、新百

合ヶ丘駅周辺地区の整備について、各事業に必要な財政措置を講ず

ること。  

この要請文の担当課／まちづくり局総務部企画課      TEL 044-200-2705 
ま ちづくり局市街地開発部  
新川崎・鹿島田駅周辺整備事務所  TEL 044-544-5241
登 戸区画整理事務所        TEL 044-933-8511
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川崎港の機能拡充に対する  
財政措置等について  

 
川崎市は、平成１２年３月改訂の川崎港港湾計画の方針に基づき、

国際貿易港への躍進をめざし、物流機能の強化、快適な都市環境づ

くりのための廃棄物埋立護岸の建設、市民に親しまれる港づくりの

ための緑地の整備等を推進しております。  

廃棄物埋立護岸は、市内から発生する一般廃棄物等や公共工事か

ら発生する建設発生土等を受け入れる最終処分場として、市民生活

や循環型社会を現実するために、欠かせないものとなっています。  

また、臨海部道路ネットワークの充実による物流機能強化及び市

街地と基幹的広域防災拠点とを結ぶ緊急輸送路の確保を図るため、

臨港道路東扇島水江町線の整備を推進することが必要です。  

改正ＳＯＬＡＳ条約の発効と国内適用法が施行されたため、保安

対策に関しての多額の費用と労力が継続的に必要となることから、

財政措置の拡充が必要です。  

港湾機能を適正に維持するため、施設の適切な維持管理や延命化

対策として、的確な現況把握と補修工事等への迅速な対応が不可欠

であることから事業の拡充が必要です。また、より利便性の高い港

湾施設利用手続等を実現するため、港湾管理者情報システムの改良

が求められていることから、そのための財政措置が必要です。  

さらに、大規模災害時には東扇島東公園の基幹的広域防災拠点機

能へのスムーズな機能転換をはじめ、港湾機能の早期復旧が重要で

あることから、港湾における国を含めた協働体制を早期に確立する

ことが必要です。  

したがいまして、廃棄物護岸整備の促進及び川崎港の機能拡充並

びに、港の保安対策の充実・強化等に向けて、次の事項について要

請いたします。  
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１ 浮島２期廃棄物埋立護岸の整備に必要な財政措置を講ずること。  

２ 臨港道路東扇島水江町線の整備促進のための財源を確保すること。  

３ 港湾の保安対策に対する施設の維持・管理及び人的経費について財政

措置を拡充すること。  

４ 港湾施設の老朽化に対応した維持管理のために必要な財政措置を講

ずるとともに、施設の延命化にかかる事業の拡充を図ること。  

５ 港湾における情報化の推進に必要な港湾管理者情報システムの改良

に対する財政措置を講ずること。  

６ 災害時における、国を含めた港間連携協働体制の早期確立を図るこ

と。  

白石町

大川町

扇島

東京湾岸道路

東扇島

東扇島防波堤

南渡田町

浮島町

小島町

池上町

夜光三丁目

浅野町

夜光一丁目

夜光二丁目

水江町 千鳥町扇町

京浜
運河

川　崎　港　平　面　図

基幹的広域防災拠点

浮島２期廃棄物埋立護岸

港湾の保安対策の充実・強化 港湾施設の老朽化対策港湾の保安対策の充実・強化

東扇島物流高

度化等の取組

港湾施設の老朽化対策

浮島２期廃棄物埋立護岸

臨港道路東扇島水江町線

基幹的広域防災拠点

 
この要請文の担当課／港湾局港湾経営部整備計画課 TEL 044-200-3061 
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地域産学官連携研究・開発に対する  
財政措置について  

 

川崎市は、日本経済を牽引してきた製造業が集積する国内有数の

ものづくり都市であるとともに、近年では、２００を超える研究開

発機関が集積し、様々な産業技術の研究・開発が行われています。  

このようなことから、本市では  

１ 科学技術を学び、地域に還元する環境づくり  

２ 科学的創造力の育成  

３ 新しい科学技術を創造する都市の形成  

４ 競争力の高い産業を育てる都市の形成  

の４つの方向性を基本に、「新川崎・創造のもり」など市域３箇所の

サイエンスパークが中心となって、産学公民の連携による科学技術

を活用したまちづくりを進めてまいりました。  

しかしながら、グローバリゼーションの進展により、研究開発分

野においても国際競争が激化し、我が国の科学技術水準を維持・向

上させていくためには、新しい価値を創造する研究、産業技術の振

興をより一層充実させることが必要であることから、次の事項につ

いて要請いたします。  

１ 国家的な産業戦略となりうる世界トップレベルの研究開発拠点

「新川崎・創造のもり」の基盤整備について必要な財政措置を講ず

ること。  

２ 将来の基幹テクノロジーであるナノ・マイクロ理工学関連の新技

術・新産業の創出が持続的に行われるよう、「新川崎・創造のもり」

で開始した４大学（東京大学、慶應義塾大学、早稲田大学、東京工

業大学）コンソーシアムと産業界との産学連携の活性化に必要な措

置を行うこと。 
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この要請文の担当／総合企画局プロジェクト推進担当 TEL 044-200-3712

川崎市

システム
フォトニクス

ナノ・マイクロ
ファブリケーション
コンソーシアム

東京工業大学東京大学

• 地域産業界調整
• 施設検討

慶應義塾大学
早稲田大学

産業界ほか

• 設備利用・独自研究
• 共同研究・成果展開

マイクロ流体
フォトニクス

デバイス技術
ナノバイオ

デバイス基礎科学
物性基礎

産業ニーズ 産業ニーズ
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消防施設及び緊急消防援助隊の整備  
に対する財政措置について  

 
川崎市は、社会情勢に適切に対応し、あらゆる災害から市民の生

命、身体及び財産を守るという法（消防組織法）の趣旨のもと、災

害時の拠点施設となる消防施設等の整備に努めるとともに、迅速な

出動体制や的確な消防体制の整備を進め、さらなる消防力の充実・

強化を図っているところです。 

特に、消防施設の整備については、施設の老朽化対策や耐震対策

など消防署所の計画的な早期改修が求められており、適切な改修事

業の推進が喫緊の課題とされています。 

 また、国では、首都直下地震、東海地震等の大規模災害への対応

力を強化するために、緊急消防援助隊の増強整備を推進しており、

これらの災害に即応するためには、消防車両等の装備の充実強化を

図るとともに、緊急消防援助隊の円滑な運営のための消防・救急無

線の広域化・共同化（デジタル化）事業を早期に推進する必要があ

ります。 

しかしながら、整備には、多額の費用が見込まれており、市の財

政上、大きな負担となっている状況にありますので、つきましては、

円滑な事業執行を図るため、次の事項について要請いたします。 

 

１ 消防施設の整備について必要な財政措置を講ずること。  

２ 緊急消防援助隊の整備について必要な財政措置を講ずること。
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 　　　消防・救急無線の広域化・共同化（デジタル化）に係る費用等

要　望　事　業　概　要

消　防　施　設　整　備　事　業

消　防　車　両　購　入　事　業

この要請文の担当課／消防局総務部庶務課　　　　TEL　044－223－2513
　　　　　　　　　　消防局総務部施設装備課　　TEL　044－223－2553
　　　　　　　　　　消防局警防部指令課　　　　TEL　044－223－2639

平成20年度まで 平成21年度 平成22年度 平成23年度以降 費用(概算)

幸消防署
改　築

（本体工事等）
改　築

（本体工事等）
改　築

（解体工事等）
８億円

臨港消防署
改　築

（設計等）
改　築

（解体工事等）
改　築

（本体工事等）
改　築

（本体工事等）
１４億円

合計(概算) ３億円 ７億円 ５億円 ７億円 ２２億円

区　　分

事
 
業
 
概
 
要

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 費用（概算）

合　　計 １７億円

２億円

１５億円整備工事

整備工事

運用開始

運用開始実施設計

基本計画 実施設計

区　　　分

整

備

区

分

共同整備分

単独整備分
電波伝搬路
調査

（共同整備に含む）

電波伝搬路
調査 基本設計

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 費用（概算）

消防自動車等 ９ 台 １４ 台 １２ 台 ９ 台 ２５億円

救 急 車 ３ 台 ４ 台 ３ 台 ４ 台 ４億円

合 計（概 算） ４億円 ７億円 ７億円 １１億円 ２９億円

区　　分

事
 
業
 
概
 
要
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